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コーポレートガバナンス

基本的な考え方

シャープは、経営理念の一節に掲げている「株主、取引先を

はじめ、全ての協力者との相互繁栄を期す」という考えの基、

「透明性」「客観性」「健全性」を確保した迅速かつ的確な経営

により、企業価値の最大化を実現することをコーポレートガバ

ナンスの基本的な考え方としています。

こうした考えから、社外取締役を選任し、また、監査等委員

会を設置することで、取締役の職務執行の監督機能の強化お

よび取締役会における意思決定の機動性を高めています。

一方、業務執行については、執行役員制度の導入により、監

督／意思決定機能と業務執行機能を分離することで、迅速か

つ効率的な業務執行を着実に遂行できる体制を構築していま

す。さらに、ビジネスユニットを単位として収益責任を明確に

することで、個別の事業・オペレーションを徹底的に強化する

とともに、本社組織で統制をしています。

加えて、全ての取締役、執行役員および従業員のコンプライ

アンス意識の高揚を図るため、具体的な行動指針として

「シャープグループ企業行動憲章」を制定し、浸透に取り組ん

でいます。

当社のコーポレートガバナンス体制

＜監督／意思決定機能＞

当社の取締役会は、法令で定められた事項や経営に関する

重要項目を決定するとともに、業務執行の状況を監督してい

ます。

取締役会は、シャープグループの事業に精通した社内取締

役と、社会・経済動向や経営などの分野に関する高い見識や

豊富な経験を有する人材から選任する社外取締役で構成して

います。

また、取締役会はその諮問機関として任意の「指名委員会」

および「報酬委員会」を設置しています。指名委員会は取締役

会に対して取締役候補者の提案を行い、報酬委員会は取締役

会の委任を受け取締役に対する金銭報酬の額を決定していま

す。なお、コーポレートガバナンスの強化策として、各委員会

の構成員は過半数を独立社外取締役とし、委員長は独立社外

取締役が務めることとしています。また、親会社グループと

シャープグループとの取引で経営戦略会議に付議すべき案件

で重要なものについては、決定に先立ち、独立社外取締役が

過半数を占める取締役会において取引の必要性・合理性・妥

当性につき審査を受け、承認を得ることとしています。なお、

社外取締役の独立性の基準として「社外取締役の独立性判断

基準」を定め、当社Webサイトに開示しています。

加えて、取締役会の諮問機関として「内部統制委員会」を設

置し、内部統制および内部監査に関する基本方針・整備・運用

の状況などを審議して、取締役会に報告し、必要な事項を取

締役会に付議しています。

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 取締役会の更なる機能向上に向けた体制づくり

■ 大型投資案件の進捗確認と事後検証

■ 独立社外取締役を増員（4名→ 6名）

■ 大型投資案件の進捗確認と事後検証を半期ごとに実施
★★ ■ コーポレートとビジネスグループの役割と責任を明確化

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

■ 監督／意思決定機関の構成（2025年6月28日現在）

全構成員
社内

取締役
社外

取締役
独立役員 任期

取締役（監査等委員
除く）

4人 2人 2人 2人 1年

監査等委員である
取締役

3人 1人 2人 2人 2年

全構成員
社内

取締役
社外

取締役
取締役
以外

議長／委員長

取締役会 7人 3人 4人 0人
議長：
副会長

指名委員会 5人 1人 4人 0人
委員長：
独立社外取締役

報酬委員会 5人 1人 4人 0人
委員長：
独立社外取締役

内部統制
委員会

6人 3人 2人 1人
委員長：
代表取締役 社長
執行役員 CEO

■ 取締役（監査等委員除く）／監査等委員である取締役
（2025年6月28日現在）
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＜業務執行機能＞

取締役会規則により、取締役会が決定すべき事項として、経

営基本方針や経営計画その他の経営上の重要な事項および

法令・定款により取締役会が決議すべきとされる事項を定め

ています。

その他の経営および業務運営に関する事項の決定について

は、職務権限規程などの社内規程を定め、当該規程に基づき

決裁することとしています。このうち、全社的な経営および業

務運営に関する重要な事項について審議する機関として、執

行役員を構成員とする「経営戦略会議」を設置し、適宜開催す

ることで、経営の迅速な意思確認を行っています。

＜監査機能＞

監査等委員会は3人の監査等委員である取締役で構成され

ており、全員が専門的な高い知見を有しています。そのうち2

人は独立社外取締役であり、1人は常勤の監査等委員です。監

査等委員である取締役のうち2人は、財務および会計に関す

る相当程度の知見を有しています。

監査等委員会は、業務執行取締役および会計監査人、さら

には内部監査部門などと定期的に意見交換を行い、業務執行

の適法化・適正化・効率化に努めています。また、経理・法務な

どの専門知識を備えた専属の従業員により構成される「監査

等委員会室」を設け、監査等委員会をサポートしています。

当社は、会計監査人であるPwC Japan有限責任監査法人

の監査を受けており、監査を通じて、業務改善につながる提

案を受けています。

なお、内部監査部門として、業務執行部門からの独立性を保

つため、社長直轄組織下に「監査部」を設置し、経営諸活動の

全般にわたる管理・運営および業務の遂行状況を適法性、合

理性の観点から監査しています。その結果に基づき、被監査

部門への情報の提供および改善・合理化への助言・ 提案等を

通じて、会社財産の保全、経営効率の向上および内部統制シ

ステムの充実を図っています。

関連情報： > コーポレート・ガバナンス

関連当事者取引等の管理

シャープでは、関連当事者取引等※が会社の財政状態や経

営成績に不利な影響を及ぼすことがないよう、「関連当事者

取引規程」を制定し、管理を行っています。

関連当事者を一覧にしたリストを作成し、取引開始時に関連

当事者取引等に該当するかどうかを確認しています。

このリストは定期的に更新し、社内および国内・海外の連結子

会社へ周知徹底しています。

なお、関連当事者取引等との取引は、通常の取引と同様の社

内決裁手続を経ています。その際に、取引の必要性、合理性、

取引条件の妥当性を検討し、より慎重な判断の上で取引を決

定しています。

加えて、年に1度、社外取締役が指定した取引の内容を検証

し、その結果を取締役会へ報告しています。

※ 関連当事者取引および経営者関与取引。

    関連当事者取引：当社の役員、子会社、大株主など、当社と一定の関係が

 ある会社・人物との取引。

  経営者関与取引：当社の経営者自らが紹介・企画した取引。

コーポレートガバナンス

https://corporate.jp.sharp/ir/governance/policy/


136SHARP Sustainability Report 2025

編集方針・会社情報

編集方針・会社情報

ガバナンス

ガバナンス

社会活動

社会活動

シャープとSDGs

シャープとSDGs

理念・方針/マネジメント

理念・方針/マネジメント

目次

目次

環境活動

環境活動

ガバナンス：コーポレートガバナンス

■ 当社のコーポレートガバナンス体制（2025年6月28日現在）

コーポレートガバナンス
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コーポレートガバナンスを有効に機能させる方法の1つとし

て「会社法」および「金融商品取引法」に基づく「内部統制報告

制度」に則り、グループ全体の業務の適正を確保するための

体制「内部統制システム」を整備・運用しています。

具体的には、内部統制の基本的な考え方として「内部統制に

関する基本方針」を取締役会で決議しています。この基本方針

に則り、取締役会の諮問機関として代表取締役 社長執行役員 

CEOが委員長を務める「内部統制委員会」を設置し、内部統

制に関する諸施策を審議するとともに、整備・運用状況を確

認し、必要に応じて基本方針の改定の提案などを行っていま

す。また、基本方針に沿って、専門部署を設置するなど体制・

制度を整備・構築し、その実現のための施策を設定して運用す

るとともに、その運用状況を網羅的に確認・評価し、定着・改

善を図っています。特に、財務報告に係る統制を高める取り

組みや、コンプライアンスを強化する取り組み、事業リスクの

低減を図る取り組みなどを実施し、内部統制の有効性を高め

ています。

2024年度は、シャープグループの内部統制を整備し、運用

状況の確認・評価を網羅的に行い、シャープグループの内部

統制の再整備・運用改善を行うことで課題解決に取り組みま

した。また、内部統制委員会を2回開催し、その結果を取締役

会において報告しました。

これらの取り組みにより「2024年度（2025年3月末時点）

の内部統制は各統制領域において有効に機能している」との

内容の内部統制報告書を、2025年6月に提出しました。

2025年度は、引き続き日本国内・海外関係会社を含む各

統制領域における統制整備・評価を行います。また、評価を通

じて明らかになった重点項目（課題）に集中的に取り組み、効

率的で有効性の高い内部統制を実行していきます。

内部統制

ガバナンス：内部統制

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 「内部統制に関する基本方針」に基づく施策による網羅的な内部統制の

整備・運用

■ 各統制領域にて発見された重点目標（課題）に対する集中的な内部統

制の整備・運用の評価の実施

■ 「内部統制に関する基本方針」に基づき設定した55の施策の実施完了

■ 各統制領域にて発見された重点目標（課題）の対応を含む内部統制の

整備・運用の評価を行い、改善

★★

■ 「内部統制に関する基本方針」に基づく施策による網羅的な内部統制の

整備・運用

■ 各統制領域にて発見された重点目標（課題）に対する集中的な内部統制

の整備・運用の評価の実施

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

■ 内部統制体系図（2025年6月現在）
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リスク管理の基本的な考え方

シャープでは、ステークホルダーの期待に応え、社会的責任を果たし、事業を継続的に発展させ

るための重要な活動の1つとして、リスクマネジメントを位置付けています。

基本的な考え方として「ビジネスリスクマネジメント規程」を制定し、ビジネスリスクマネジメント

体制を構築するとともに、経営への影響が特に大きいリスク項目を「外部経営環境」「財務」「法

務」「労務」「業務」の5種類に分類した「特定リスク」計118項目を選定・管理しています。

全ての特定リスクについて、全社を横断的に管理する機能部門と、自らの事業領域における管

理を担当する事業本部・関係会社が連携し、リスクの最小化・適正化や、未然防止の取り組みを

行っています。

また、経営環境・市場の変化に対応するため、毎年特定リスクの見直し、評価・得点化をした上

で、特定リスクの未然防止策および顕在化した場合の対応策の検討・策定を行っています。検討・

策定した内容は管理本部長が確認後、代表取締役 社長執行役員 CEOが委員長を務める内部統

制委員会へ報告しています。内部統制委員会には、後述する重大なリスク事案の概要や対応内

容・その件数も報告しています。なお、内部統制委員会へ報告した内容は取締役会にも報告して

います。

リスクマネジメント

ガバナンス：リスクマネジメント

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 重大なリスク事案が顕在化した場合における幹部・関係部門への報告

ルールの各事業本部・関係会社への継続徹底

■ 重大なリスク事案が顕在化した場合における幹部・関係部門への報告

ルールの見直しおよび各事業本部・関係会社への徹底
★★

■ 重大なリスク事案が顕在化した場合における幹部・関係部門への報告

ルールの各事業本部・関係会社への継続徹底

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

分類 特定リスク例 項目数

外部経営環境 自然災害リスク、感染症リスク 等 12

財務 財務に関するリスク 等 13

法務 法令・ルール違反 業務上の不祥事 等 31

労務 従業員の雇用・労務・人権問題 等 14

業務 商品・サービス・品質にかかわる問題、資材調達に関わる問題、
機密情報漏洩リスク、環境に関わる問題 等

48

118

■ 特定リスクの分類・項目数（2025年5月時点）

■ ビジネスリスクマネジメント体制
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重要なリスク事案発生時の対応

「ビジネスリスクマネジメント規程」では、重大なリスク事案が発生した場合の対応ルールを定め

ています。緊急事態発生時の迅速かつ適切な行動により、自社のみならず、社会に対する損失の

最小化と被害の拡大防止を図るとともに、ステークホルダーに対して速やかな情報開示を行う

よう規定しています。そして、発生した重大なリスク事案の重要性・優先度等に応じ、代表取締役、

CFO、CTO、管理本部長、常勤監査等委員、関係部門長等へ報告しています。

2024年度は、103件の重大なリスク事案が報告されました。また、シャープグループにおける

重大なリスク事案が顕在化した場合の報告ルールの見直しおよび各事業本部・関係会社への徹

底を行いました。2025年度も継続して再徹底を行います。

事業継続マネジメントの推進

シャープは、地震や感染症の流行などの大規模災害において事業の継続や早期復旧を可能に

するため、BCP※を策定しています。策定済みのBCPにおいては「人命最優先」「事前対策および

災害時復旧対策の整備」「地域社会、取引先の支援」をグループ共通の基本方針とし、定期的に見

直すとともに、組織変更や事業内容の変化に応じた見直しや訓練によって、組織の事業継続能力

の維持・改善を図っています。万一、大規模災害が発生し、当社の事業活動に甚大な影響が予想

される場合には、本社に緊急対策本部を立ち上げ、被災地域の拠点をサポートするとともに、拠

点と連携し、従業員およびその家族の安全確保を中心とする初動対応、事業継続・復旧への対応

を行います。

2024年度は、主要な国内事業拠点に対し、策定したBCPの内容、定期的な見直しや訓練の実

施状況、現状の課題等について調査するとともに継続した取り組みを再徹底しました。

今後も、あらゆる災害や感染症に備え、継続的に取り組んでいきます。

※ Business Continuity Plan（事業継続計画）。

リスクマネジメント

ガバナンス：リスクマネジメント
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コンプライアンスに関する方針

シャープグループは、「経営理念」「経営信条」を踏まえた「シャープグループ企業行動憲章」

「シャープ行動規範」を制定し、誠意と創意をもって正々堂々の経営を実践することを社内外に宣

言しています。また「コンプライアンス基本規程」を定め、コンプライアンスを「法令及び会社諸規程

を遵守し、企業倫理に沿った行動をとること」と定義したうえで、社会において何が正しいのかを

常に考えながら、コンプライアンスを重要視した経営を実践しています。

コンプライアンス推進体制

シャープグループでは、コンプライアンスの推進に関する最高管理責任者はCEOが担っていま

す。CEOによるグローバルな視点での基本方針の策定と徹底のもと、具体的なコンプライアンス

に関する施策の立案・徹底、実施状況の確認、是正措置の立案・徹底を行っています。具体的には、

事業遂行に関連する個々の法令のうち、全社的な影響を及ぼす恐れのある重要な法令分野ごと

に法令主管部門を設置し、法令主管部門が、主管する重要法令の内容・動向を把握し、事業への影

響を検討した上で、必要に応じて事業・業務の見直し、会社諸規程の改定、日常業務基準の策定・

改定、役員・従業員への周知・指導などを行っています。

各事業本部長は、自本部のコンプライアンスについて責任を負うとともに、自本部傘下の子会

社・関連会社（以下、子会社等）のコンプライアンスの推進について指導・監督する責任を負ってい

ます。国内外の各子会社等におけるコンプライアンスの推進については、おのおのの社長が責任

を負っています。

また、コンプライアンスに関するリスクが顕在化した場合は「ビジネスリスクマネジメント規程」に

基いて適切に対応するとともに、是正措置を講じて再発防止を徹底します。

コンプライアンスに関する教育

シャープグループは、各法令分野に関する諸規程とは別に、役員・従業員の一人ひとりが遵守す

べき事項、 禁止事項、取るべき行動の具体的な基準を示す「シャープグループ・コンプライアンス・

ガイドブック」を策定し、社内に公開・徹底しています。

また、「シャープ行動規範」や重要な法令分野（競争法遵守・腐敗防止・個人情報保護など）に関す

る研修（eラーニングを含む）を定期的に実施しています。

2024年度はシャープ（株）、国内の子会社等、労働組合など17,938人を対象に実施し、

17,352人が受講（受講率：96.7%）しました。

海外の子会社等においても行動規範の周知を図っています。これに加えて2024年度は、社外の

専門家を招へいし、経営幹部に向けたコンプライアンス研修を実施しました。

コンプライアンス

ガバナンス：コンプライアンス

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 適時の報告や情報共有を可能とするグローバルな管理体制の構築

■ グローバルな事業活動に伴うデータ取得および提供を踏まえた

 各種テンプレートの充実

■ シャープグループ コンプライアンス意識調査の実施（9月～10月）

■ CEOからのコンプライアンスメッセージの発信（9月、3月）

■ 経営幹部向けコンプライアンス研修の実施（11月）

■ グローバルな事業活動におけるデータ取得・提供のための体制整備（12月）

★★

■ コンプライアンスプログラムの抜本的な改革に向けた取り組み

■ ブランド事業の強化に伴うAI、データ取得等に関するグローバルな

法規制への対応
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シャープ（株）および国内関係会社の通報窓口

シャープ（株）および国内関係会社では、2022年6月に改正施行された「公益通報者保護法」

に準拠し、業務に関する法令違反や「シャープグループ企業行動憲章・シャープ行動規範」・社内

規程・社会通念・倫理全般を逸脱した言動に関する総合通報窓口「クリスタルホットライン」を社内

および顧問法律事務所に設置しています。また、競争法に関する専用相談窓口として「競争法

ホットライン」を社内および顧問法律事務所に設置しています。これらのホットラインは、従業員、

派遣社員、お取引先様※から電子メール・電話などによって通報を受け付けています。なお、クリ

スタルホットラインは匿名での利用が可能です。これらに加え、マタニティハラスメントを含むセ

クシュアルハラスメントやパワーハラスメントなど、職場でのハラスメントに関する専用の社内通

報窓口「ハラスメント相談窓口」も設置しています。

■通報受付後の対応

それぞれの運用ルールに従い、通報の受付・事実調査を行います。調査結果・対応内容等は通

報者へ回答します。調査の結果、法令・社内ルールの違反行為、その他コンプライアンス違反（社

会通念・倫理全般からの逸脱行為）が明らかになった等の場合は、改善策・再発防止策を講じま

す。

■2024度の通報件数

2024年度は「クリスタルホットライン」へ37件、「ハラスメント相談窓口」へ1件の通報があり、

事実確認・改善・是正指導を行いました。「競争法ホットライン」への通報はありませんでした。

■通報者の保護施策等

これらの通報については「シャープ行動規範」および各窓口の運用ルールにおいて、通報者を

特定する情報および通報内容等を秘匿すること、通報した事実を理由とした不利益な取り扱い

を受けないことを明確に規定し、全役員・従業員を対象とした研修等を通じて社内へ徹底してい

ます。クリスタルホットラインでは、通報対応完了から半年後に、通報者に対し通報したことを理

由とした不利益の有無を確認しています。また通報対応完了から一定期間経過後に、通報事案

に 関する是正措置・再発防止措置が適切に機能しているかを確認しています。

海外の関係会社の通報窓口

海外の主要な拠点では、各国の法制度等を勘案し、拠点ごとに通報窓口を設置し、諸問題の早

期解決への対応を図っています。 2024年度は延べ66件の通報を受け付けました。

内部通報制度の運用状況の社内開示

国内外の通報概要と件数は、代表取締役 社長執行役員 CEOが委員長を務める内部統制委員

会および取締役会に報告するとともに、監査等委員会にも定期的に報告しています。

またクリスタルホットラインに関しては、運用の概要や体制図、対応フロー、通報件数などを社

内のイントラネットで公開しています。

コンプライアンスに関する通報窓口

ガバナンス：コンプライアンス

■通報の内訳

■シャープグループ内部通報制度体系図

※ お取引先様は「クリスタルホットライン」のみ利用可。
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日本における「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」およびこれに相当する諸外

国・地域で適用される、市場における公正かつ自由な競争の維持と促進による消費者の利益確

保などを目的とした法令・条約（以下、競争法）の遵守のため、シャープグループ全体の競争法遵

守に関する規程を整備しています。カルテルについては「独占禁止法遵守マニュアル（行動指

針）」に従業員が業務上遵守すべき基本的な事項を定めています。

加えて、従業員への啓発として、取引類型別に競争法上の注意点をまとめたガイドブックの作

成および改訂、eラーニング等による定期的な社内研修の実施、日本国内および海外の競争法に

関する他社摘発事例や主な法令改正の情報の社内への周知をしています。

なお、さまざまな物価が上昇する社会情勢を受けて価格改定の検討にあたってカルテルをは

じめとする競争法違反を起こさないよう、通達による競争法遵守の定期的な徹底などを行って

います。取引における競争法リスクについては契約書の全数審査および契約締結決裁時の法務

部門での合議により、顕在化を防止しています。

また、競争法に関するリスク（カルテル行為や入札談合など）の顕在化をより実効性高く防止す

るため、各事業部門が競合他社との取引や接触などの実態を定期的に確認し、リスクに応じて法

務部門に状況報告をすることで、法務部門として競争法の遵守状況を把握しています。これらの

取り組みによりコンプライアンスプログラムを有効に維持しています。

競争法遵守の取り組み

ガバナンス：コンプライアンス
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ガバナンス：コンプライアンス

全体方針

「シャープグループ企業行動憲章」「シャープ行動規範」では、直接または間接的な金品と役務の

提供、強要などのあらゆる腐敗の防止および寄付金などを適正に処理するための行動原則・行

動規準を明記しています。

その上で、上記行動憲章・行動規範に沿った「シャープグループ・コンプライアンス・ガイドブッ

ク」においても贈収賄の禁止および贈答・接待等についてのポリシーを定めています。

さらに、贈収賄などの腐敗防止に関して役員および従業員がとるべき具体的な行動、禁止され

る行為の詳細および後述の贈収賄防止体制の詳細を定めた「贈収賄等の防止に関する規程」を

制定しています。また、当該規程に基づき、社内のチェック体制を明確化して、贈収賄行為の未然

防止に取り組んでいます。なお、この規程を改定・廃止するためには、原則として、CEOが主宰し

執行役員等を構成員とする経営戦略会議への付議が必要になります。

贈収賄等の防止に関する規程・体制

公務員等への接待・贈答・招へい、民間事業者の役職員に対する接待贈答、代理店・コンサルタ

ントなどの第三者（以下、代理店等）および団体への加盟の活用の際に、当該対応部門において

事前に確認すべきポイントを網羅したチェックリストを活用した社内承認プロセスを規定するな

ど、明確かつ実効性のある仕組みを構築しています。また、以下のとおりそれぞれの場合に応じ

た、禁止事項や判断基準を定めています。

（１）公務員等への接待、贈答、招へい

「贈収賄等の防止に関する規程」において、公務員等への接待・贈答・招へいを行う場合の上限金

額や禁止事項等を定めています。また、ファシリテーション・ペイメントを「公務員等による定型的

な行政手続に係る、手続の円滑化のみを目的としての少額の支払い」と定義した上、贈賄と見な

されることを明記し、原則禁止としています。

（２）代理店等の活用

「贈収賄等の防止に関する規程」において、代理店等に対する報酬等の支払いが、贈賄に該当す

るおそれがない合理的な理由が確認できる場合にのみ、代理店等の活用を認めています。また、

代理店等との契約においては、贈賄の禁止および各国の腐敗防止に関する法令の遵守を求める

とともに、活用している代理店等が贈賄行為をしていないかを、監督することを徹底しています。

お取引先様に対する取り組み

贈収賄および不公正な行為の禁止を定めた「基本購買方針」を遵守することに合意したお取引

先様とのみ取引をしています。

また、不適切な利益の排除を定めた「シャープサプライチェーンCSR推進ガイドブック」をお取

引先様にも遵守いただいています。

海外関係会社に対する取り組み

海外関係会社にも贈収賄などの腐敗防止を含む従業員が遵守すべき内容を規定した「シャー

プグループ・コンプライアンス・ガイドブック」または「シャープコードオブコンダクト」（シャープ行

動規範の英語版）を導入しています。

さらに、海外関係会社においての贈収賄等の腐敗防止に関するリスクを把握し、より実効性の

高いチェック体制を構築するため、 海外関係会社の贈収賄リスクの調査を行い、分析結果をもと

に、拠点ごとの贈収賄リスクの高さ・性質に応じて、国内で採用している贈収賄リスク管理のプロ

セスの展開および贈収賄などの腐敗防止に関して定めた規程の更新を推進しています。

あらゆる形態の腐敗防止、寄付金などの適正処理
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ガバナンス：コンプライアンス

グループ内の啓発教育・徹底

シャープグループ国内外従業員への啓発として、贈収賄等の腐敗の防止のための法令・事例の

詳細を記載した社内ガイドブックや研修資料を作成・掲載して、さらに贈収賄等の腐敗の防止に

関する社内研修を毎年実施しています。加えて、国内関係会社向けのイントラネットおよび海外

関係会社向けのグローバルイントラネットにて、贈収賄等の腐敗の防止に関する事例および主要

な問題点の分析・説明を日本語・英語・中国語の3言語で定期的に掲載し、国内外関係会社の従

業員の贈収賄行為に関する理解・意識向上に取り組んでいます。

以上の取り組みの結果、2024年度においても各種贈収賄規制に関する違反事例は発生して

いません。

寄付金などの適正処理

シャープ（株）および国内関係会社の寄付金・賛助金などの拠出については、2008年12月よ

り適法性・合理性・透明性のある運用を行うことを目的に社内審査し、利益供与や不正支出を発

生させない仕組みを構築しています。 2024年度は9件の拠出審査を行いました。

なお、シャープ行動規範において「政治献金等については、関連する法令・社内ルールを遵守し、

政治・行政との健全で責任ある関係を構築するという方針の下で、拠出する場合には透明性を

確保し、かつ厳正に行います」と定めています。政治献金等を行う場合は、関連法令の遵守、必要

な社内手続を実施しています。

基本的な考え方

シャープは「反社会的勢力との関係を遮断・排除し、毅然とした態度で対応する」ことを基本方

針とし、具体的行動指針として「シャープグループ企業行動憲章」に「正々堂々の経営」を掲げる

とともに「シャープ行動規範」には、反社会的勢力排除に向けて「社会秩序の維持への協力に努め、

反社会的な行為に関わらない」ことを明示しています。

反社会的勢力排除に向けた取り組み

シャープ（株）では「反社会的勢力の排除に関する規程」を制定し、規程に基づき反社会的取引

の防止を推進するとともに、反社会的勢力への対応マニュアルなどを整備し、適宜改善していま

す。

反社会的勢力への対応については、警察署、顧問弁護士などの外部専門機関と速やかに連携

できる体制を整え、定期的に外部専門機関などから情報を入手し、グループ内に周知徹底する

とともに、入手した情報の管理を行っています。また、反社会的勢力への対応を含むコンプライ

アンス研修を年1回実施して周知徹底を図っています。

加えて、シャープ（株）および国内関係会社では、継続的な取引の基本となる契約書において反

社会的勢力排除条項を導入しており、既存のお取引先様についても同等の内容を定めた覚書を

締結するなど、反社会的勢力の排除に取り組んでいます。

あらゆる形態の腐敗防止、寄付金などの適正処理 反社会的勢力の排除
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個人情報保護の取り組み

ガバナンス：コンプライアンス

全社方針

「シャープグループ企業行動憲章」「シャープ行動規範」では 、シャープグループが保有するお客様、

お取引先様、従業員等の個人情報を厳格に管理するための行動原則・行動基準を明記しています。

また、シャープグループが保有するお客様、お取引先様の個人情報の取り扱いについては「プライ

バシーポリシー」および「お客様情報の取り扱いについて」において周知・公表していることに加え、

お客様の個人情報を取り扱う各サービスでは、サービスごとにプライバシーポリシーを策定し周知・

公表しています。 

関連情報： シャープグループ企業行動憲章

 シャープ行動規範

 プライバシーポリシー

               お客様情報の取扱いについて

個人情報保護体制・規程

シャープは、情報管理最高責任者と個人情報保護統轄責任者を設置しています。全社的な情報

管理全般を担う情報管理最高責任者は、傘下に情報管理部門をおき、全社的な情報管理に関す

る課題発生時の対応や情報管理の推進を行うとともに、各本部と関係会社においては管理責任者

をおき、情報管理に関する施策を実施しています。

一方、全社的な個人情報保護を担う個人情報保護統轄責任者は、傘下に個人情報保護推進事

務局をおき、個人情報保護に関する施策の推進を行うとともに、各本部と関係会社において管

理責任者をおき、個人情報保護に関する施策を実施しています。

個人情報保護推進の取り組みとして、個人情報保護に関する社内規程を制定するとともに、規程の

解釈を説明したガイドブックなどを整備し、グループ内に周知徹底しています。社内規程やガイドブッ

クは、関連する法令等の制定、改正にあわせて適宜更新しています。

実際の個人情報の取り扱いに際しては、個人情報保護の取り組みの実効性を担保するため、

個々の個人情報の取り扱いに関する社内決裁手続において、個人情報保護に特化した合議部

門（お客様の個人情報については法務本部、従業員の個人情報については人事総務統轄部）を設

定することにより、関係部門における個人情報の取得・委託・第三者への提供などに関する適切

な管理の徹底を図っています。また、決裁の取得後は、当社独自の管理システムにお客様の個人

情報に関する取得・保有・管理・利用・廃棄などの取扱状況を登録し、随時更新することにより、法

務本部での継続的な把握・確認を可能にしています。

さらに、お客様の個人情報の全取得部門を対象に管理システムを活用した監査を個人情報保護

推進事務局が主導で実施し、登録するデータベースの内容に応じた取り扱い状況を確認するとと

もに、より厳しい管理が求められている特定部門に対しては現地監査を実施し、管理の徹底を

図っています。また、昨年度の不正アクセス被害を機に、社内のセキュリティ基準の見直しを行っ

てセキュリティ対策を強化し、お預かりするお客様の個人情報の保護に努めています。

お取引先様に対する取り組み

お取引先様に対してシャープグループが保有する個人情報を提供する際には、提供した情報の

適切な利用が図られるよう、お取引先様と締結する契約書において、本人を特定する識別行為や

目的外利用の禁止、データの利用条件などを規定し、お取引先様に対して個人情報の適切な取り

扱いを求めるとともに、個々の取引実態を踏まえた厳格な管理がなされるよう努めています。

海外関係会社に対する取り組み

グローバルでのデータ保護の重要性がより一層高まる中、欧州をはじめとする海外の個人デー

タの取得・処理状況について、海外拠点との双方向での情報共有等を通じて、シャープグループ

全体での実態調査およびリスク分析をテーマごとに定期的に実施し、取り扱う個人データの適切

な事前通知や必要な条件を定めた契約の締結、社内規程の整備などを含む対応施策を講じてい

ます。加えて、グローバルな個人情報保護に関する法令の制定・改正情報や制裁金事例を定期的

に従業員へ発信し、国内外の従業員が閲覧可能な社内サイトに掲載するなど従業員への啓発を

図っています。

https://corporate.jp.sharp/info/charter/cr/
https://corporate.jp.sharp/info/charter/ac/
https://corporate.jp.sharp/privacy-j.html
https://corporate.jp.sharp/privacy/index-j.html
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グループ内の啓発教育・徹底

個人情報の適切な管理の徹底を図り、漏えい事故を防止するため、コンプライアンス研修（e

ラーニングを含む）の定期的な実施に加え、個人情報を取り扱う業務に携わる従業員を対象とす

る個別研修会を開催しています。

ガバナンス：コンプライアンス

個人情報保護の取り組み
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シャープでは、「誠意と創意」の経営信条のもと、商品・サービ

スの選択に役立つ正しい情報提供を通じて、お客様をはじめと

するステークホルダーへの社会的責任を誠意をもって果たすた

め、適正な広告・宣伝活動ならびに「景品表示法」「薬機法※1」

「公正競争規約」などのルールの遵守を「ビジネスリスクマネジ

メント規程※2」における管理項目の1つとして位置付け、各種の

対応策を実行しています。

法令違反などを未然に防止するための体制・ルール

日本国内の表示に関しては、社内規程により以下のとおり

表示に対する基本的な考え方や、適正表示確認体制などを定

めて運用を行っています。

①表示物作成関連部門と連携し、カタログおよび

マス広告の発行前最終チェックを行う専任者の設置

②表現上の疑念について判断を行う、上級の会議体の

設置（「表示審査会」「本社適正表示審議会」）

③家電公取協※3が制定した、表示と景品に関する

「公正競争規約※4」に基づく運用

④客観的な指導・助言を得るための、公的団体※5との

緊密な連携

また、海外についても日本国内と同一の考え方に基づく「適

正表示ガイドライン（Fair Expression Guidelines）」を定

めた上で、現地の法律に従って適切に判断しています。

担当者のスキルアップを目指した啓発策

表示物作成部門に対する各種啓発策を実施しています。

①景品表示法／薬機法／公正競争規約に関する研修

②家電公取協が主催する各種セミナーの活用（社員の

受講促進）

③公的団体主催のセミナーを受講し、得られた直近の

動向を社内向けにフィードバック

④イントラネット「景品・表示ポータルサイト」による

各種情報の提供

・法律／公的基準／社内規程／法規制改正情報 など

なお、2024年度は、シャープグループでの「景品表示法」お

よび「薬機法」の違反事例はありませんでした。2025 年も引

き続き違反ゼロを目標に取り組みます。

法規制強化への対応

2023年10月から施行された、いわゆる「ステマ規制」に対

応し、全社向けの注意文書発信の他、販促プロモーション施策

実施部門／広報部門等への個別指導を実施しています。

また、家電公取協における、公正競争規約の内容検討を行う

プロジェクトチームのメンバーとして、電機業界のステマ規制

対応方針の策定に、積極的に関与しています。

※1 医薬品医療機器等法。

※2 P.138参照。

※3 公益社団法人 全国家庭電気製品公正取引協議会。

※4 家電公取協が制定し、消費者庁と公正取引委員会が認定した業界自主基準。

※5 家電公取協、公益社団法人 日本広告審査機構（JARO）など。

ガバナンス：コンプライアンス

適正な広告・宣伝／表示関連法遵守の取り組み

■ 表示確認体制のイメージ
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税務方針

シャープは「誠意と創意」をもって健全な事業活動を推進し、社会の一員としての責任を果たし

ます。「シャープグループ企業行動憲章」および「シャープ行動規範」では、全ての企業活動・業務

遂行において、各国および各地域の法令・国際ルール・社内ルールを遵守するとともに、社会規

範・企業倫理に則った「正々堂々の経営」を実践することを当社の基本方針としています。当社は、

この基本方針に基づき、税法などの法令を遵守し、適正な納税と従業員に対する啓発を通じて

税務コンプライアンスの維持・向上に努めています。

税務ガバナンス体制

シャープは、管理本部長が税務の責任者としてグループ全体を管轄します。グローバルな税務

方針に基づき、グループ各社はそれぞれの事業に適用される税法や関連規制を理解し、遵守す

る責任があります。管理本部 経理部は、グループ各社をサポートし、グループ全体の税務に関す

る業務管理をすることで、税務リスクの低減に努めています。

シャープは、税務課題に直面した際には、対象となる日本国内外の関係会社と連携するととと

もに、必要に応じて税務専門家の助言を求め、課題に対処します。なお、重要性が高いと判断さ

れた課題については、トップマネジメントへ報告し、意思決定を行います。

適正な納税

シャープは、法令遵守を最優先とし、公正・適正な納税義務の履行に努めます。税務申告にあ

たっては、税制の立法趣旨から逸脱した行為や国際課税ルールに反する租税回避行為を行いま

せん。通常の事業活動で利用可能な優遇税制を活用しながら、適切な納税に努めています。

2024年3月期に計上した法人所得税等は約146億円※1（日本：38%、海外：62%※1）でした。

※1 税務当局に提出している国別報告書に基づき掲載。

移転価格税制への対応

シャープグループ内の関連者間取引については、「OECD※2移転価格ガイドライン」に従い、各

社の機能やリスクに応じ、「独立企業原則」に基づいた適切な価格設定を行うとともに、各国の法

令に準拠した移転価格文書を作成しています。また、重要な取引については、税務当局との事前

確認制度（APA：Advance Pricing Arrangement）を積極的に活用するなど、税務上の不

確実性の低減や二重課税の防止に努めています。

税務当局との関係

シャープは、税務当局との良好な関係を維持するため、各国の税務当局の求めに対して適切か

つ迅速な情報提供を行うなど、真摯な対応に努めています。税務上の指摘を受けた場合にはそ

の是非について確認し、不服がある場合には異議申立ても選択肢にする一方、改善すべき点が

ある場合には迅速に改善措置を講じます。

※2 Organisation for Economic Co-operation and Development（経済協力開発機構）。

税務管理の取り組み

ガバナンス：コンプライアンス
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ガバナンス：イノベーションマネジメント

コーポレートR&Dの取り組み

ESG経営に向けた技術開発の方向性

コーポレートR&D部門では、再成長と将来の飛躍に向けたコア技術の創出を通じて、全社の新

規事業創出やNext Innovationを牽引していきます。

コア技術として、独自のエッジAI技術 CE-LLM※1 の全事業領域への応用展開や、省人化DX

の基盤となる画像解析技術、AI時代の社会インフラを支える次世代通信技術、カーボンニュート

ラル実現や環境に配慮したエネルギー創出、暮らしの豊かさを追求するQuality Of Lifeなど

を核に技術の深化・展開を進めてまいります。

AI活用のツールとなるエッジAI技術 CE-LLM

エッジAIとクラウドAI の最適な切り替えにより、会話の応答性や品質を向上させるとともに、

プライバシー保護や通信量の抑制を実現する「CE-LLM」を活用し、人に寄り添う新たなAIソ

リューションを提供します。

インダストリーDXの事業展開

建設DX、インフラDXなどに応用している高精細画像計測・解析技術、高画質画像伝送技術、

センシング技術などの要素技術とAI応用、ロボティクス技術を融合・深化させ、インダストリー

DXへと事業展開していきます。

特長的な取り組み

新たなイノベーション創出を加速するため、全社横断型のプロジェクトである

I-Pro※2 を活用するとともに、社内外との連携を強化して開発テーマの早期事業立上げを目指

します。

社会課題が多様化・複雑化する状況において、経営理念に基づくESG経営を推進し、新しい価

値・技術の提供を通してサステナブル社会の実現に貢献してまいります。

「CE-LLM」によるコア技術の開発加速

インダストリーDXの事業展開

※1 CE-LLM（Communication Edge-LLM）はシャープの登録商標。
※2 I-Pro（Innovation Accelerator Project）の略。事業成長を加速させる全社横断のプロジェクト。
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知的財産戦略および管理体制

シャープでは、知的財産戦略を経営上重要な戦略の1つとして位置付け、事業戦略や研究開発

戦略と一体で推進しています。積極的な特許取得を推進することで、自社事業の優位性を高め、

経営基盤の強化に努めています。シャープIPインフィニティ株式会社（SIPI）は、シャープの商品、

技術および事業を熟知しており、専門業務の質の向上と効率の改善をより一層強固に進めなが

ら、高度なサービスを提供することで、知的財産経営の推進力を高め、シャープの先進技術から

強い特許とさまざまな経済価値を生み出しています。

特許取得に関しては、事業毎に中核となる技術分野を明確化し、現場に密着した戦略的な特許

出願を行っています。また、他社との協業あるいは産学連携などのアライアンス活動により生み

出される有用特許の取得も積極的に行っています。

また、意匠・商標についても、ブランド戦略に基づいて、グローバルな出願・権利化を行ってい

ます。

知的財産の保護

シャープでは、知的財産を事業戦略・研究開発戦略と連動させながら最大限に活用するととも

に、自社の知的財産権を保護し、第三者の知的財産権を尊重する姿勢を堅持しています。不当な

侵害に対しては話し合いで解決することを基本としながらも、シャープの知的財産権を尊重して

いただけない場合は、裁判所など第三者の判断を仰ぐことも辞さない方針としています。

また、営業秘密の保護強化と特に重要なシャープ固有の生産技術・ノウハウなどの漏えい防止

にも努めています。さらに近年、海外でのシャープブランド模倣品による影響が増大しており、取

締当局、業界団体との連携などにより、その対策を推進しています。

ガバナンス：イノベーションマネジメント

知的財産保護の取り組み
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シャープは、情報および情報システムの安全かつ適切な管理と利用を行うため「情報セキュリ

ティグローバル基本方針」を定め、情報セキュリティの確保に取り組んでいます。

また、情報セキュリティ強化の一環として、国際標準規格である「ISO／IEC27001」認証を

2015年に取得し、適切な情報セキュリティマネジメントシステムを構築しています。このほか、

一部の国内販売会社や海外拠点（米国、英国、スウェーデンなど）においても「 ISO／

IEC27001」認証を取得・維持しています。

情報セキュリティ対策の取り組み

昨年度、シャープ公式通販サイトCOCORO STOREで情報セキュリティ事故が発生しました。

この状況を真摯に受け止め、全社的に情報セキュリティのさらなる強化に向けた見直しを進めて

います。

このような情報セキュリティ事故を二度と起こさないため、外部への情報漏えい対策として全

ての社外公開Webサイトに対する、脆弱性チェックや不正侵入防御を実施しています。また、各

サイトのセキュリティ対策状況をスコア化し、深刻度に応じた対策を進めています。これらの対策

は今後も定期的に実施し、セキュリティの維持向上を図ります。

さらに、全社的にデジタルトランスフォーメーション（DX）を推進する中で、情報セキュリティが

後手に回ることがないよう、関連規程の見直しを進めています。この見直しを通じて、安全な環

境を維持しながら業務の効率化を図ることを目指しています。

加えて、標的型メール攻撃は依然として大きなリスクであり、これに対する防御策として模擬

攻撃メールを用いた訓練を引き続き実施します。2024年度も、国内外の関係会社に対して実

際の攻撃メールを元にした模擬攻撃を複数タイプで行い、従業員の対応状況を確認しました。適

切な対応を取らなかった従業員には、攻撃の危険性についての教育を行い、セキュリティ意識の

向上を図ることに注力しています。

当社は情報セキュリティの確保を最優先課題とし、持続可能な成長を支える基盤を築いていく

所存です。今後とも全社一丸となってセキュリティ対策を推進し、安全で信頼性の高い企業を目

指してまいります。

ガバナンス：情報セキュリティ

情報セキュリティ

組織名 シャープ株式会社

認証登録範囲
⚫ 会員サイトの管理、運営業務 

⚫ 全社の情報管理体制構築の推進業務 

認証登録番号 IS 635826 

認証機関 BSIグループジャパン株式会社 

初回認証登録日 2015年6月30日 

関連情報： > 情報セキュリティグローバル基本方針

    情報セキュリティへの取り組み（ ISO／IEC27001認証取得の概要）

2024年度の目標 2024年度の実績 自己評価 2025年度の重点取り組み目標

■ 国際標準規格ISO／IEC27001「情報セキュリティマネジメントシス

テム」 再認証審査および規格移行審査への合格

■ 標的型攻撃メール訓練および教育の継続（国内・海外）

■ サイバーセキュリティ対策をIT全般統制要件に追加

■ 国際標準規格「ISO／IEC27001」認証の継続取得（2024年6月17

日更新）

■ 標的型メール攻撃訓練および教育の実施（国内全従業員、および海外の

33拠点で実施）

■ サイバーセキュリティ対策をIT全般統制要件に追加

★★

■ 国際標準規格ISO／IEC27001「情報セキュリティマネジメントシステ

ム」認証更新審査への合格

■ 標的型攻撃メール訓練および教育の継続（国内・海外）

■ 情報セキュリティ関連規定の見直し

■ 脆弱性診断ツールを用いたセキュリティの維持向上

自己評価： ★★★ 目標を上回る成果があった ★★ 目標を達成 ★ 一定の成果があった

■ 「ISO／IEC27001」認証取得の概要

https://corporate.jp.sharp/security/
https://corporate.jp.sharp/info/infosecurity.html
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世界を取り巻く安全保障環境は、一部の国家による核兵器・ロケット等大量破壊兵器の開発を

含む軍事力の強化や他国への武力行使、国家間の領土問題、国際テロの脅威などにより、国際秩

序の不確実性が増しており不安定な状況にあります。他方、日本の安全保障輸出管理において

は、大量破壊兵器や通常兵器の不拡散等を目的とする「外国為替及び外国貿易法（以下、外為

法）」が整備され、厳格な運用が求められています。このような状況下にあって、シャープでは東

西冷戦時代からいち早く対共産圏輸出規制「ココム規制」を社内運用に採り入れるなど、安全保

障輸出管理に取り組んできました。

現在では技術革新が進み、民生用と軍事用の境目が曖昧になり、民生用であっても軍事用に

転用できる軍民両用品（デュアルユース）などの懸念貨物が増加しています。また、世界情勢のさ

まざまな緊張化に対する各種制裁措置や、それに伴う各国の輸出管理法令の強化などにより、

安全保障輸出管理における運用は複雑化に拍車がかかっています。

これらの状況に対応するため、シャープ（株）および国内関係会社では「シャープ行動規範」に

安全保障輸出管理の徹底を行動規範として織り込み、外為法に基づく「安全保障輸出管理規程」

を定めて、輸出管理体制を構築し、輸出管理の運用を行っています。

海外への輸出の際は、貨物／技術の該非判定、仕向け地や取引相手先／最終需要者の確認、

用途に懸念がないかなどの社内審査を行っています。また、輸出管理法令が改正された際には、

社内運用の見直しを迅速に図り法令遵守に努めています。さらには、米国の再輸出規制の管理

も厳格に行っています。

シャープでは、このような輸出管理体制を維持するために、全従業員に対し、eラーニングなど

を用いた各種の輸出管理教育を定期的に実施しています。

これらの体制を維持、発展させ、今後も充実した輸出管理を実施していきます。

輸出入に際しては、関税法等に基づき適正な輸出入管理（貿易管理）を行うことが求められて

います。特に輸出入貨物のセキュリティについては、国内外のテロ組織への物資流出阻止のため

の貿易管理や、社会問題となっている不正薬物や知的財産侵害物品などの不法輸出入問題など、

ロジスティクスにおける適正な管理がより一層に強く求められています。

当社は輸出入に関して特定輸出者※および特例輸入者※の承認を受け、貨物のセキュリティ管

理、物流管理、通関手続管理、輸入消費税・関税納付など、輸出入の各過程における管理を法令

に則って厳格に実施し、適正な輸出入に努めています。

これにより、税関手続の簡素化などのベネフィットを受けるとともに、世界的なサプライチェー

ンの安全確保に貢献しています。また、上記以外の国際宅配便や国際郵便、あるいは出張者や来

訪者によるハンドキャリーなどを含む、多岐にわたる輸出入について、運用ルールの整理・更新、

輸出入記録のシステム化、社内教育の徹底など、社内管理の強化を行い、適正な貿易管理を行う

ためのコンプライアンス体制を整えています。

今後も、適正な貿易管理を実施していきます。

輸出入管理の取り組み

ガバナンス：輸出入管理の取り組み

※ 貨物のセキュリティ管理と法令遵守の体制が整備されていると税関が承認した輸出入者のこと。

貿易管理




